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研究成果の概要（和文）：本研究は，環境保全型農業直接支払いの下でわが国の水田農業経営が有機水稲を導入
するか否かを調査した．分析にあたり，最大化すべき経済目的関数と最小化すべき環境目的関数を持つバイオエ
コノミックモデルを作成した．環境目的関数は，ライフサイクルアセスメントを用いて定式化された．多目的最
適化分析の結果，有機水稲は所得を増大する一方で必ずしも環境を改善するとは限らないことから，水田農業経
営においてその導入が制約されるかもしれないことが明らかになった．また，環境保全型農業直接支払いの制度
設計改善に関して政策的示唆を与えた．

研究成果の概要（英文）：The present study examined whether organic rice was cultivated in Japanese 
rice farms under the direct payments for environmentally friendly agriculture. A bio-economic farm 
model with an economic objective function to be maximized and environmental objective functions to 
be minimized was built in the analysis. The environmental objective functions were made using the 
results of life cycle assessment. The results of multi-objective optimization show that organic rice
 production may be limited because it increases crop income but does not necessarily mitigate 
environmental impacts. Finally, improvements in the direct payments for environmentally friendly 
agriculture were suggested.

研究分野： 環境経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的意義は，経済・環境両面を考慮した多目的最適化モデルを用いて，わが国の水田農業経営に
おける有機水稲の導入可能性について定量的に明らかにしたことにある．また，本研究成果の社会的意義は，多
目的最適化分析の結果に基づき，現行の環境保全型農業直接支払いの制度面での改善点について政策的示唆を与
えたことにある．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
（１）農業経営のバイオエコノミックモデルとは，経済的成果（収量，利益など）と環境的成果
（環境負荷削減など）が両立するような意思決定を可能にするために構築された数理計画モデ
ルのことである． 
 
（２）従来のバイオエコノミックモデルは，農業経営の利益最大化を目的関数とする伝統的な線
形計画モデルに，環境的要因（資源投入や環境負荷など）を加えたものが多い． 
 
（３）その一方で，最近の海外研究では，最大化すべき経済目的関数に加えて最小化すべき環境
目的関数を作成し，多目的最適化モデルとして農業経営のバイオエコノミックモデルを構築す
るケースが増えつつある． 
 
（４）本研究は，経済目的関数と環境目的関数を含む農業経営のバイオエコノミックモデルを作
成し，多目的最適化分析を行うことで，わが国の水田農業経営における有機水稲導入について定
量的に評価するという特徴を持つ． 
 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的は，現行の環境保全型農業直接支払いの下で，わが国の水田農業経営が有機
水稲を栽培するか否かをバイオエコノミックモデル分析により明らかにすることである． 
 
（２）本研究の詳細は，Masuda（2023）に示されているので参照されたい． 
 
 
３．研究の方法 
（１）分析に用いた主要なデータは，滋賀県（2018）に基づいている． 
 
（２）モデル化された水田農業経営では，30ha の面積規模で減農薬減化学肥料水稲（環境こだ
わり水稲），有機水稲，慣行小麦，慣行大豆を栽培することが想定された． 
 
（３）バイオエコノミックモデルの決定変数は，各作物の栽培面積と自家労働が不足する際の雇
用労働時間とした． 
 
（４）バイオエコノミックモデルの経済目的関数は，作物所得から雇用労働費を差し引いた値を
最大化するものとした． 
 
（５）バイオエコノミックモデルの環境目的関数は，エネルギー消費量，地球温暖化ポテンシャ
ル，酸性化ポテンシャル，富栄養化ポテンシャル，農薬使用量について，それぞれを最小化する
ものとした．これらの環境影響は，ライフサイクルアセスメントを用いて定量化された． 
 
（６）バイオエコノミックモデルの制約条件は，土地利用，労働投入，非負条件とした． 
 
（７）定式化されたバイオエコノミックモデルの多目的最適化手法として，多目的遺伝的アルゴ
リズムが採用された． 
 
 
４．研究成果 
（１）多目的最適化によるバイオエコノミックモデル分析の結果，水田農業経営において，有機
水稲栽培は所得増大に寄与するものの，必ずしも環境緩和に資するとは限らないため，その導入
が制限される可能性があることが明らかになった． 
 
（２）以上の分析結果を踏まえて，わが国における有機水稲栽培の導入推進にあたり，現行の環
境保全型農業直接支払いの制度面での改善点について政策的示唆を与えた． 
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